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SDGsは、2001年に策定されたミレニアム開発⽬標
（MDGs）の後継として、2015年9⽉の国連サミットで
全会⼀致で採択された、「我々の世界を変⾰する︓持
続可能な開発のための2030アジェンダ」に掲げられてい
る17の国際⽬標です。

「誰⼀⼈取り残さない」持続可能で多様性と包摂性の
ある社会の実現のために、国連加盟193か国が2016年
〜 2030 年 の 15 年 間 で の 達 成 を ⽬ 指 し ま す 。
＊各⽬標の下に、169のターゲット、232の指標が決められている。

持続可能な開発は、将来の世代がそのニーズを充⾜
する能⼒を損なわずに、現世代のニーズを充⾜する開
発と定義されています。

持続可能な開発を達成するためには、個⼈と社会の安
寧にとって不可⽋な、経済成⻑、社会的包摂、環境保
護という３つの主要素を調和させることが重要です。

１．持続可能な開発⽬標（SDGs）について

定期的にフォローアップ

経済・社会・環境に統合的に取り組む

全てのステークホルダーが役割を

⼈間の安全保障の理念を反映し、
「誰⼀⼈取り残さない」

参画型

統合性

透明性

包摂性

先進国を含め、全ての国が⾏動普遍性

SDGs（Sustainable Development Goals:持続可能な開発⽬標）とは

出典︓外務省HP
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/about
/index.html#about_sdgs

SDGs誕⽣までの背景
第２次世界⼤戦後の1945年、国連憲章において⼆

度と戦争をしないこと（平和）、飢餓から⼈々を救うこと
（開発）、⼈々が⽣まれながらにもつ可能性を摘まない
こと（⼈権）の3つに注⼒するようになりました。

しかし、1989年の冷戦終了後の1990年代に各地で
内戦の頻発やグローバル化の負の側⾯（感染症等）
により世界中で制御困難な課題が出現しました。
また、1980年代は急速に経済成⻑を続けた⼀⽅で、こ

のままの消費が拡⼤すれば地球が持たなくなるという議論
が浮上し、1987年の「ブルントラント・レポート」において
持続可能な開発という概念が打ち出されます。
1992年にはブラジルのリオデジャネイロで国連環境開
発会議（地球サミット）が開催され、提唱された「リオ宣
⾔」において、持続可能な開発に向けた地球規模のパー
トナーシップ構築が⽬指されました。その後、1997年の
京都議定書や2015年のパリ協定において、気候変動の
抑制への世界的な協調取組が進みます。

そして、2000年代に⼊り、「平和・開発・⼈権」という流
れを引き継ぐ形で開発分野における国際社会共通の⽬
標であるMDGsが誕⽣しました。

その後、1992年の地球サミットから20年後の2012年
に同じくリオデジャネイロで開催された国連持続可能な開
発会議（リオ＋20）において国連憲章からの「平和・⼈
権・開発」とブルントラントレポートからの「環境・持続可能
な開発」の統合が提唱され、ポストMDGsの議論の流れ
を受けてSDGsは誕⽣しました。

・ブルントラント・レポート
(環境と開発に関する世界委員会)
持続可能な開発(Sustainable Development)の概念
が打ち出される

・リオデジャネイロ「地球サミット」
（国連環境開発会議）
サステナビリティ(持続可能性)の概念が普及するきっかけに

・京都議定書
(第3回気候変動枠組条約締約国会議）
地球温暖化対策の世界的な協調取り組みが進む

・国連ミレニアムサミット 「国連ミレニアム宣⾔」
採択→ MDGs
途上国の貧困・教育・健康・環境などを改善を⽬標に掲げる

・国連持続可能な開発会議（リオ＋20）
-経済・社会のあり⽅を抜本的に⾒直す
「グリーン経済」への移⾏
-持続可能な開発に関する新たな枠組みづくり、
MDGsとの統合に合意

・国連「持続可能な開発のための2030
アジェンダ」採択 → SDGs

・パリ協定
（温室効果ガス排出削減のための国際枠組み）
21世紀後半に温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡

2015年

2012年

1997年

1992年

2000年

1987年
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2016年

2017年

SDGs誕⽣後の⽇本政府、経済団体の動き
2015年のSDGs誕⽣を受け、政府はまず国内の基

盤整備に取り組みました。2016年5⽉に総理⼤⾂を
本部⻑、官房⻑官、外務⼤⾂を副本部⻑とし、全閣
僚を構成員とする「SDGs推進本部」を設置し、また
SDGs推進本部の下では、「SDGs推進円卓会議」
と呼ばれる、⾏政・⺠間セクター・NGO・NPOなどのさ
まざまなステークホルダーによって構成される会議が設
置されています。この推進円卓会議での対話を経て、
同年12⽉、国内外においてSDGsを達成するための
中⻑期的な国家戦略となる「SDGs実施指針」を策
定し、翌年12⽉には具体的施策を取りまとめた
「SDGsアクションプラン」が策定されました。

SDGs実施指針は、⽇本の「SDGs」モデル確⽴に
向けた取り組みの柱として8分野の優先課題が挙げら
れています。そして、これら8つの優先課題を解決する
ために⽇本政府が策定したのが、SDGsアクションプラ
ンです。

SDGsアクションプランは毎年12⽉に翌年のアクショ
ンプランを策定しており、2020年12⽉の第9回推進
本部会合では、『SDGsアクションプラン2021』を決定
しました。

・（5⽉） SDGs推進本部設置
国内実施と国際協⼒の両⾯で率先して取り組む体制を整備

・（12⽉）「SDGs実施指針」策定
今後の⽇本のSDGsへの取組の指針となる
（2019年12⽉に改訂）

・（11⽉）経団連が「企業⾏動憲章」を改定
（⼀社）⽇本経済団体連合会は、Society 5.0の実現を通じた

SDGsの達成を柱として「企業⾏動憲章」を改定

・（12⽉）「SDGsアクションプラン2018」の策定
推進本部会合にてSDGs推進のための具体的施策をとりまとめ
（毎年12⽉に翌年のアクションプラン策定）

・（12⽉）第1回「ジャパンSDGsアワード」の実施
SDGs達成に資する優れた取組を⾏っている企業・団体等を、
SDGs推進本部で表彰（毎年12⽉に実施）

・（2025年）⼤阪・関⻄万博
万博の開催を通じて、諸外国と共にSDGsに取り組む官⺠の姿
を発信する

・（2021年）京都コングレスや東京オリンピック・パラ
リンピックの開催
法の⽀配やスポーツSDGsを推進すると共に地球規模の課題に
関して、国際協調・連帯の構築・強化を主導する

2021年

2030年

~

2018年

MDGsからSDGsへ
MDGs（Millennium Development Goals:ミレニアム開発⽬標）は、開発分野における国際社会共通の⽬標で

す。2000年9⽉開催の国連ミレニアム・サミットで採択された「国連ミレニアム宣⾔」を基にまとめられました。

ミレニアム開発⽬標（MDGs） 持続可能な開発⽬標（SDGs）
⽬標年次 2001年〜2015年 2016年〜2030年

ゴール
 ８ゴール・21ターゲット

①貧困・飢餓、②初等教育、③⼥性、④乳幼
児、⑤妊産婦、⑥疾病、⑦環境、⑧連帯

 途上国の開発側⾯での⽬標、先進国は
援助する側

 17ゴール・169ターゲット
（包括的で相互に関連）

 全ての国が共通して取り組む⽬標
 経済・社会・環境の３側⾯全てに対応する⽬標

取組主体  国連、政府
 全てのステークホルダー

→⺠間セクターへの期待︓
課題解決のための創造性とイノベーション

極度の貧困と飢餓の撲滅など、2015年までに達成すべき8つの⽬標を掲げ、達成期限となる2015年までに⼀定の
成果（極度の貧困半減等）をあげましたが、未達成の課題（乳幼児や妊産婦の死亡率半減等）も残されました。
MDGsでも解決しきれなかった課題や、次々と新たに発⽣する環境問題や社会課題については、後継となる「持続可能

な開発のための2030アジェンダ」に引き継がれています。

SDGs推進本部会合

出典︓⾸相官邸HP
https://www.kantei.go.jp/jp/99_suga/actions/202012/21sdgs.html

・（6⽉）SDGs未来都市の選定
地域のステークホルダーと連携し、SDGs達成に向けて戦略的
に取り組んでいる地域・都市を選定

（毎年6、7⽉頃に約30都市選定）
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①新たなビジネス機会の創出
・SDGs達成に向けた新技術・
製品・サービス開発等の新たな
ビジネス機会、外部との連携
（パートナーシップ）が期待さ
れます。

③社員のモチベーション向上・⼈材確保
・共通の⽬標を持つことによって社内に⼀体感が
⽣まれ、社員のモチベーションが向上します。
・SDGsネイティブな学⽣や
若年層にとって、就職先と
しての魅⼒が、⼈材確保に
つながります。

②リスクの回避
・SDGsの考え⽅は、環境問題や
⼈権に関する国際ルールの遵守、
取引先との関係における法令
遵守、社内ルールの適正化に
つながります。
・SDGsを⼟台とするコンプライアンスと透明性の⾼い
企業経営が事業リスクを回避します。

④企業価値の向上
・環境・社会・企業統治（ESG）に配慮している
企業を重要視する投資家・取引先からの信頼向
上、エシカル消費に関⼼の
⾼い購⼊層からの⽀持に
つながります。

企業がSDGsを重視すべき理由
「三⽅よし（買い⼿よし、売り⼿よし、世間よし）」の精神にも⾒られるように、多くの⽇本企業が「会社は社会のために
ある」との考えを有しています。⽇本企業にとってSDGsとは、企業理念や社訓を礎に、⻑らく⾃ずと意識して実践してきた
取組が、別の形で具現化されたものといえます。そして、SDGsの活⽤は、新たなビジネスチャンスの創出や経営リスクの回
避のほか、⼈材の確保・定着、企業価値の向上といった効果も期待できます。

＜SDGsの活⽤によって期待できる４つのポイント＞
【参考①】市場規模試算
 「より良きビジネスより良き世界」（2017年1⽉ ビジネス＆
持続可能委員会報告書）では、①「⾷料と農業」、②「都
市」、③「エネルギーと材料」、④「健康と福祉」の４つの経済
システムで、2030年までに年間最⾼12兆ドルの事業機会が
あるとの試算を公表。

 「SDGsビジネスの可能性とルール形成」（2017年12⽉
デロイトトーマツ）では、SDGsビジネスの各⽬標の市場規模
は70〜800兆円程度であるとの試算を公表。

【参考②】サプライチェーンへの影響
 トヨタ⾃動⾞「Sustainability Data Book」（2020年12
⽉）「近年、サプライチェーンを含めた企業の社会的責任へ
の関⼼が⾼まっていることに対応していく必要性もあり、サプラ
イヤーのトップとの対話の機会を設けて共有しています。取り
引きに当たっては、法の遵守、⼈権の尊重、地域および地球
環境への配慮を明記した契約を締結しています。」

【参考③】ミレニアル世代への訴求
 2018年に公開されたコーン・フェリーの調査では、ミレニアル
世代の76%は就職先企業の環境的なコミットメントを重視
しており、また、社会的責任の充⾜を感じられるのであれば給
料が減っても構わないと回答したのは75%、社会的責任を
推進しない企業に就職を希望しないと回答したのは64%と
いう結果であった。

 2016年に策定した「SDGs実施指針」において、学校教育
におけるSDGsに関する学習等を通じ、⼦供たちに持続可能
な社会や世界の創り⼿となるために必要な資質・能⼒が育
成されるよう、2020年度から開始される新しい学習指導要
領に基づく教育課程の改善・充実や、学校現場で活⽤され
る教材の改善・充実を推進するとしている。

【参考④】ESG投資の動向
 ESG投資とは、⾦融機関や投資家などが投資をする際に、
対象となる企業の価値を測る材料として、キャッシュフローや
利益率などの定量的な財務情報に加え、⾮財務情報であ
る環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス
（Governance）といった取組を考慮してその是⾮を判断
すること。ESG投資で評価される取組は、SDGsとの親和性
が⾼い。

 「2018Global Sustainable Investment Review 」
（2019年4⽉ GSIA）では、世界全体のESG投資残⾼
は、約23兆ドル（2016年）から約31兆ドル（2018年）
へと34％増加。⽇本の投資残⾼は約２.２兆ドルで約４.
６倍に増加。これはGPIF（年⾦積⽴⾦管理運⽤独⽴⾏
政法⼈）が国連責任投資原則に署名し、ESG投資を開始
したことにより⼀気に拡⼤したもの。
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出典︓グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン（GCNJ）HP
https://www.ungcjn.org/sdgs/index.html

企業がSDGsに取り組むにあたって、国際的な導⼊指針である「SDG Compass」が参考となります。
本⾴では、そこで記載されている5つの導⼊ステップを紹介します。

SDGsはそれぞれの⽬標が相互に
結びついているため、「梃⼦（てこ）
の⼒点」となる⼀つの施策から⼀気
に様々な状況の改善につながる。

課題に対して対症療法的に対応
するのではなく、論理的な解決施
策を実施することで、根本原因の
解決につながるイノベーションとなる。

過去や現在の実績を積み上げて未
来を考えるのではなく、将来の理想
の姿を想像し、そこから逆算して、
今なにをすべきかを考え、必要なイ
ノベーションを起こしていく。（バック
キャスティング思考）

１．時間的逆算思考
（ムーンショット理論）

２．論理的逆算思考
（演繹的イノベーション）

３．リンケージ思考
（レバレッジ・ポイント理論）

SDGsを経営戦略に取り込むためには

05 報告とコミュニケーションを⾏う
企業は、共通の指標や共有された

優先課題を活⽤して、持続可能な開
発に関するパフォーマンスを報告するこ
とができる。

SDG Compass は 、 企 業 が 、
SDGs に関する事項を、多くのステーク
ホルダーとの意⾒交換や報告に導⼊し
ていくことを推進する。

01 SDGs を理解する
はじめに、SDGs について知り、

企業活動にとってSDGsがもた
らす機会と責任を理解すること
が⼤切である。

参考②︓環境省 SDGs活⽤ガイド

02 優先課題を決定する
SDGs によってもたらされる最も重要な事業機会をとらえ、リスク

を減らすために、企業は、そのバリューチェーン全体を通して、
SDGs に関する現在および将来の正および負の影響を評価し、そ
れに基づき、それぞれの優先的に取り組む課題を決定する。

03 ⽬標を設定する
⽬標の設定は、事業の成功に

とって重⼤であり、企業全体を通じ、
優先的事項の共有を促進し、パ
フォーマンスを改善する。企業は、
その⽬標を SDGs と整合させるこ
とによって、企業のリーダーは持続
可能な開発に対する明確なコミッ
トメントを⽰すことができる。

04 経営へ統合する
中核的な事業と企業ガバナンス

に持続可能性を統合し、企業内
のすべての機能に、持続可能な開
発⽬標を組み込むことは、設定さ
れた⽬標を達成する上で鍵となる。
共有された⽬的を追求し、組織的
な課題に取り組むためには、バ
リューチェーン全体を通じて、そのセ
クター内、あるいは、政府や市⺠社
会団体とのパートナーシップにより
協働していく必要がある。

企業がSDGsに取り組むために、導⼊⼿順をより具体的に⽰されている資料として、環境省発⾏の「すべての企業が
持続的に発展するために － 持続可能な開発⽬標(SDGsエスディージーズ)活⽤ガイド －」があります。本ガイドは⺠
間企業が SDGs を取り⼊れる際に経営者から担当者までの幅広い関係者が使いやすいように整理した構成となって
います。
出典︓環境省HP http://www.env.go.jp/policy/sdgs/index.html

参考①︓SDGs経営に役⽴つ３つの思考
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SDGsのもうひとつの捉え⽅– 5つのP

パートナーシップ（Partnership） – グローバルな連帯
の精神に基づき、最貧層と最弱者層のニーズを特に重視し
ながら、すべての国、すべてのステークホルダー、すべての
⼈々の参加により、持続可能な開発に向けたグローバル・
パートナーシップをさらに活性化し、このアジェンダの実施に
必要な⼿段を動員する（⽬標17）。

SDGsの諸⽬標とターゲットはいずれも、⼈間、豊かさ、地球、平和、パートナーシップという極めて重要
な分野で、2030年に向けた⾏動を促すことになります。

出典︓国際連合広報センターHP
https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_devel
opment/sustainable development/2030agenda/

豊かさ（Prosperity） – すべての⼈間が豊かで充実した⽣活を送れるようにするとともに、⾃然と調和した経済、
社会および技術の進展を確保する（⽬標7、8、9、10および11）。

地球 （Planet）– 持続可能な消費と⽣産、天然資源の持続可能な管理、気候変動への緊急な対応などを通じ、
地球を劣化から守ることにより、現在と将来の世代のニーズを充⾜できるようにする（⽬標12、13、14および15）。

平和 （Peace）– 恐怖と暴⼒のない平和で公正かつ包
摂的な社会を育てる。平和なくして持続可能な開発は達
成できず、持続可能な開発なくして平和は実現しないため
（⽬標16）。

⼈間（People） – あらゆる形態と次元の貧困と飢餓に終⽌符を打つとともに、すべての⼈間が尊厳を持ち、平等に、
かつ健全な環境の下でその潜在能⼒を発揮できるようにする（⽬標1、2、3、4、5および6）。
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本項では、SDGs の 17 のゴールと169のターゲット、232の指標を掲載しております。各ターゲット・指標につ
いて経営者あるいは社員にSDGsを説明する際や、⾃社の活動内容とSDGsを紐付けする際に活⽤ください。

⽬標１
あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

ターゲット 指 標
1.1 2030年までに、現在1⽇1.25ドル未満で⽣活する

⼈々と定義されている極度の貧困をあらゆる場所で
終わらせる。

1.1.1 国際的な貧困ラインを下回って⽣活してい
る⼈⼝の割合（性別、年齢、雇⽤形態、
地理的ロケーション（都市/地⽅）別）

1.2 2030年までに、各国定義によるあらゆる次元の貧困
状態にある、全ての年齢の男性、⼥性、⼦供の割合
を半減させる。

1.2.1 各国の貧困ラインを下回って⽣活している
⼈⼝の割合（性別、年齢別）

1.2.2 各国の定義に基づき、あらゆる次元で貧困
ラインを下回って⽣活している男性、⼥性及
び⼦供の割合（全年齢）

1.3 各国において最低限の基準を含む適切な社会保護
制度及び対策を実施し、2030年までに貧困層及び
脆弱層に対し⼗分な保護を達成する。

1.3.1 社会保障制度によって保護されている⼈⼝
の割合（性別、⼦供、失業者、年配者、
障害者、妊婦、新⽣児、労務災害被害者、
貧困層、脆弱層別）

1.4 2030年までに、貧困層及び脆弱層をはじめ、全ての
男性及び⼥性が、基礎的サービスへのアクセス、⼟地
及びその他の形態の財産に対する所有権と管理権
限、相続財産、天然資源、適切な新技術、マイクロ
ファイナンスを含む⾦融サービスに加え、経済的資源
についても平等な権利を持つことができるように確保す
る。

1.4.1 基礎的サービスにアクセスできる世帯に住ん
でいる⼈⼝の割合

1.4.2 (a)⼟地に対し、法律上認められた書類に
より、安全な所有権を有している全成⼈の
割合（性別、保有の種類別）
(b) ⼟地の権利が安全であると認識してい
る全成⼈の割合（性別、保有の種類別）

1.5 2030年までに、貧困層や脆弱な状況にある⼈々の
強靱性（レジリエンス）を構築し、気候変動に関連
する極端な気象現象やその他の経済、社会、環境
的ショックや災害に暴露や脆弱性を軽減する。

1.5.1 10万⼈当たりの災害による死者数、⾏⽅
不明者数、直接的負傷者数
（指標11.5.1及び13.1.1と同⼀指標）

1.5.2 グローバルGDPに関する災害による直接的
経済損失

1.5.3 仙台防災枠組み2015-2030に沿った国
家レベルの防災戦略を採択し実⾏している
国の数
（指標11.b.1及び13.1.2と同⼀指標）

1.5.4 国家防災戦略に沿った地⽅レベルの防災
戦略を採択し実⾏している地⽅政府の割
合
（指標11.b.2及び13.1.3と同⼀指標）

２．SDGs17の⽬標とは

出典︓総務省HP https://www.soumu.go.jp/toukei toukatsu/index/kokusai/02toukatsu01 04000212.html
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⽬標２
飢餓を終わらせ、⾷料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進す
る

ターゲット 指 標
2.1 2030年までに、飢餓を撲滅し、全ての⼈々、特に貧

困層及び幼児を含む脆弱な⽴場にある⼈々が⼀年
中安全かつ栄養のある⾷料を⼗分得られるようにする。

2.1.1 栄養不⾜蔓延率（PoU）

2.1.2 ⾷料不安の経験尺度(FIES)に基づく、中
程度⼜は重度な⾷料不安の蔓延度

2.2 ５歳未満の⼦供の発育阻害や消耗性疾患について
国際的に合意されたターゲットを2025年までに達成
するなど、2030年までにあらゆる形態の栄養不良を
解消し、若年⼥⼦、妊婦・授乳婦及び⾼齢者の栄
養ニーズへの対処を⾏う。

2.2.1 ５歳未満の⼦供の発育阻害の蔓延度
（WHO⼦ども成⻑基準で、年齢に対する
⾝⻑が中央値から標準偏差-2未満）

2.2.2 ５歳未満の⼦供の栄養不良の蔓延度
（WHOの⼦ども成⻑基準で、⾝⻑に対す
る体重が、中央値から標準偏差+2超⼜は
-2未満）（タイプ別（やせ及び肥満））

2.3 2030年までに、⼟地、その他の⽣産資源や、投⼊
財、知識、⾦融サービス、市場及び⾼付加価値化や
⾮農業雇⽤の機会への確実かつ平等なアクセスの確
保などを通じて、⼥性、先住⺠、家族農家、牧畜⺠
及び漁業者をはじめとする⼩規模⾷料⽣産者の農
業⽣産性及び所得を倍増させる。

2.3.1 農業/牧畜/林業企業規模の分類ごとの労
働単位あたり⽣産額

2.3.2 ⼩規模⾷料⽣産者の平均的な収⼊（性
別、先住⺠・⾮先住⺠の別）

2.4 2030年までに、⽣産性を向上させ、⽣産量を増やし、
⽣態系を維持し、気候変動や極端な気象現象、⼲
ばつ、洪⽔及びその他の災害に対する適応能⼒を向
上させ、漸進的に⼟地と⼟壌の質を改善させるような、
持続可能な⾷料⽣産システムを確保し、強靭（レジ
リエント）な農業を実践する。

2.4.1 ⽣産的で持続可能な農業の下に⾏われる
農業地域の割合

ターゲット 指 標
1.a あらゆる次元での貧困を終わらせるための計画や政策

を実施するべく、後発開発途上国をはじめとする開発
途上国に対して適切かつ予測可能な⼿段を講じるた
め、開発協⼒の強化などを通じて、さまざまな供給源
からの相当量の資源の動員を確保する。

1.a.1 政府によって貧困削減計画に直接割り当て
られた国内で⽣み出された資源の割合

1.a.2 総政府⽀出額に占める、必要不可⽋な
サービス（教育、健康、及び社会的な保
護）への政府⽀出総額の割合

1.a.3 貧困削減計画に直接割り当てられた助成
⾦及び⾮譲渡債権の割合（GDP⽐）

1.b 貧困撲滅のための⾏動への投資拡⼤を⽀援するため、
国、地域及び国際レベルで、貧困層やジェンダーに配
慮した開発戦略に基づいた適正な政策的枠組みを
構築する。

1.b.1 ⼥性、貧困層及び脆弱層グループに重点
的に⽀援を⾏うセクターへの政府からの周期
的な資本投資
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⽬標３
あらゆる年齢のすべての⼈々の健康的な⽣活を確保し、福祉を促進する

ターゲット 指 標
3.1 2030年までに、世界の妊産婦の死亡率を出⽣10

万⼈当たり70⼈未満に削減する。
3.1.1 妊産婦死亡率

3.1.2 専⾨技能者の⽴ち会いの下での出産の割
合

3.2 全ての国が新⽣児死亡率を少なくとも出⽣1,000件
中12件以下まで減らし、５歳以下死亡率を少なくと
も出⽣1,000件中25件以下まで減らすことを⽬指し、
2030年までに、新⽣児及び５歳未満児の予防可
能な死亡を根絶する。

3.2.1 ５歳未満児死亡率

3.2.2 新⽣児死亡率

3.3 2030年までに、エイズ、結核、マラリア及び顧みられ
ない熱帯病といった伝染病を根絶するとともに肝炎、
⽔系感染症及びその他の感染症に対処する。

3.3.1 ⾮感染者1,000⼈当たりの新規HIV感染
者数（性別、年齢及び主要層別）

3.3.2 10万⼈当たりの結核感染者数

3.3.3 1,000⼈当たりのマラリア感染者数

3.3.4 10万⼈当たりのＢ型肝炎感染者数

3.3.5 「顧みられない熱帯病」（NTDs）に対し
て介⼊を必要としている⼈々の数

ターゲット 指 標
2.5 2020年までに、国、地域及び国際レベルで適正に

管理及び多様化された種⼦・植物バンクなども通じて、
種⼦、栽培植物、飼育・家畜化された動物及びこれ
らの近縁野⽣種の遺伝的多様性を維持し、国際的
合意に基づき、遺伝資源及びこれに関連する伝統的
な知識へのアクセス及びその利⽤から⽣じる利益の公
正かつ衡平な配分を促進する。

2.5.1 中期⼜は⻑期保存施設に保存されている
⾷料及び農業のための植物及び動物の遺
伝資源の数

2.5.2 絶滅の危機にある、絶滅の危機にはない、
⼜は、不明というレベルごとに分類された在
来種の割合

2.a 開発途上国、特に後発開発途上国における農業⽣
産能⼒向上のために、国際協⼒の強化などを通じて、
農村インフラ、農業研究・普及サービス、技術開発及
び植物・家畜のジーン・バンクへの投資の拡⼤を図る。

2.a.1 政府⽀出における農業指向指数

2.a.2 農業部⾨への公的⽀援の全体的な流れ
（ODA及び他の公的⽀援の流れ）

2.b ドーハ開発ラウンドのマンデートに従い、全ての農産物
輸出補助⾦及び同等の効果を持つ全ての輸出措置
の同時撤廃などを通じて、世界の市場における貿易
制限や歪みを是正及び防⽌する。

2.b.1 農業輸出補助⾦

2.c ⾷料価格の極端な変動に⻭⽌めをかけるため、⾷料
市場及びデリバティブ市場の適正な機能を確保する
ための措置を講じ、⾷料備蓄などの市場情報への適
時のアクセスを容易にする。

2.c.1 ⾷料価格の変動指数（IFPA）
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ターゲット 指 標
3.4 2030年までに、⾮感染性疾患による若年死亡率を、

予防や治療を通じて３分の１減少させ、精神保健
及び福祉を促進する。

3.4.1 ⼼⾎管疾患、癌、糖尿病、⼜は慢性の呼
吸器系疾患の死亡率

3.4.2 ⾃殺率

3.5 薬物乱⽤やアルコールの有害な摂取を含む、物質乱
⽤の防⽌・治療を強化する。

3.5.1 物質使⽤障害に対する治療介⼊（薬理
学的、⼼理社会的、リハビリ及びアフターケ
ア・サービス）の適⽤範囲

3.5.2 １年間（暦年）の純アルコール量における、
（15歳以上の）１⼈当たりのアルコール
消費量に対しての各国の状況に応じ定義
されたアルコールの有害な使⽤（ℓ）

3.6 2020年までに、世界の道路交通事故による死傷者
を半減させる。

3.6.1 道路交通事故による死亡率

3.7 2030年までに、家族計画、情報・教育及び性と⽣
殖に関する健康の国家戦略・計画への組み⼊れを含
む、性と⽣殖に関する保健サービスを全ての⼈々が利
⽤できるようにする。

3.7.1 近代的⼿法によって、家族計画についての
⾃らの要望が満たされている出産可能年
齢（15〜49歳）にある⼥性の割合

3.7.2 ⼥性1,000⼈当たりの⻘年期（10〜14
歳︔15〜19歳）の出⽣率

3.8 全ての⼈々に対する財政リスクからの保護、質の⾼い
基礎的な保健サービスへのアクセス及び安全で効果
的かつ質が⾼く安価な必須医薬品とワクチンへのアク
セスを含む、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ
（UHC）を達成する。

3.8.1 必要不可⽋な保健サービスのカバー率
（⼀般及び最も不利な⽴場の⼈々につい
ての、⽣殖、妊婦、新⽣児及び⼦供の健
康、感染性疾患、⾮感染性疾患、サービ
ス能⼒とアクセスを含む追跡可能な介⼊を
基にした必要不可⽋なサービスの平均的な
カバー率と定義）

3.8.2 家計の⽀出⼜は所得に占める健康関連
⽀出が⼤きい⼈⼝の割合

3.9 2030年までに、有害化学物質、並びに⼤気、⽔質
及び⼟壌の汚染による死亡及び疾病の件数を⼤幅
に減少させる。

3.9.1 家庭内及び外部の⼤気汚染による死亡率

3.9.2 安全ではない⽔、安全ではない公衆衛⽣
及び衛⽣知識不⾜（安全ではない
WASH（基本的な⽔と衛⽣）にさらされ
ていること）による死亡率

3.9.3 意図的ではない汚染による死亡率

3.a 全ての国々において、たばこの規制に関する世界保
健機関枠組条約の実施を適宜強化する。

3.a.1 15歳以上の現在の喫煙率（年齢調整さ
れたもの）

10



⽬標４
すべての⼈々への包摂的かつ公正な質の⾼い教育を提供し、⽣涯学習の機会を促

進する
ターゲット 指 標

4.1 2030年までに、全ての⼦供が男⼥の区別なく、適切
かつ効果的な学習成果をもたらす、無償かつ公正で
質の⾼い初等教育及び中等教育を修了できるように
する。

4.1.1 (i)読解⼒、(ii)算数について、最低限の習
熟度に達している次の⼦供や若者の割合
(性別ごと）
(a)２〜３学年時、(b)⼩学校修了時、
(c)中学校修了時

4.2 2030年までに、全ての⼦供が男⼥の区別なく、質の
⾼い乳幼児の発達・ケア及び就学前教育にアクセス
することにより、初等教育を受ける準備が整うようにす
る。

4.2.1 健康、学習及び⼼理社会的な幸福につい
て、順調に発育している５歳未満の⼦供の
割合(性別ごと）

4.2.2 （⼩学校に⼊学する年齢より１年前の時
点で）体系的な学習に参加している者の
割合（性別ごと）

4.3 2030年までに、全ての⼈々が男⼥の区別なく、⼿の
届く質の⾼い技術教育・職業教育及び⼤学を含む
⾼等教育への平等なアクセスを得られるようにする。

4.3.1 過去12か⽉に学校教育や学校教育以外
の教育に参加している若者⼜は成⼈の割
合（性別ごと）

4.4 2030年までに、技術的・職業的スキルなど、雇⽤、
働きがいのある⼈間らしい仕事及び起業に必要な技
能を備えた若者と成⼈の割合を⼤幅に増加させる。

4.4.1 ICTスキルを有する若者や成⼈の割合
（スキルのタイプ別）

4.5 2030年までに、教育におけるジェンダー格差を無くし、
障害者、先住⺠及び脆弱な⽴場にある⼦供など、脆
弱層があらゆるレベルの教育や職業訓練に平等にア
クセスできるようにする。

4.5.1 詳細集計可能な、本リストに記載された全
ての教育指数のための、パリティ指数(⼥性
/男性、地⽅/都市、富の五分位数の底/
トップ、またその他に、障害状況、先住⺠、
紛争の影響を受けた者等の利⽤可能な
データ)

ターゲット 指 標
3.b 主に開発途上国に影響を及ぼす感染性及び⾮感染

性疾患のワクチン及び医薬品の研究開発を⽀援する。
また、知的所有権の貿易関連の側⾯に関する協定
（TRIPS協定）及び公衆の健康に関するドーハ宣
⾔に従い、安価な必須医薬品及びワクチンへのアクセ
スを提供する。同宣⾔は公衆衛⽣保護及び、特に
全ての⼈々への医薬品のアクセス提供にかかわる「知
的所有権の貿易関連の側⾯に関する協定
（TRIPS協定）」の柔軟性に関する規定を最⼤限
に⾏使する開発途上国の権利を確約したものである。

3.b.1 各国の国家計画に含まれる全てのワクチン
によってカバーされている対象⼈⼝の割合

3.b.2 薬学研究や基礎的保健部⾨への純ODA
の合計値

3.b.3 持続可能な⽔準で、関連必須医薬品コア
セットが⼊⼿可能かつその価格が⼿頃であ
る保健施設の割合

3.c 開発途上国、特に後発開発途上国及び⼩島嶼開
発途上国において保健財政及び保健⼈材の採⽤、
能⼒開発・訓練及び定着を⼤幅に拡⼤させる。

3.c.1 医療従事者の密度と分布

3.d 全ての国々、特に開発途上国の国家・世界規模な
健康危険因⼦の早期警告、危険因⼦緩和及び危
険因⼦管理のための能⼒を強化する。

3.d.1 国際保健規則 (IHR) キャパシティと健康
危機への備え
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⽬標５
ジェンダー平等を達成し、すべての⼥性及び⼥児の能⼒強化を⾏う

ターゲット 指 標
5.1 あらゆる場所における全ての⼥性及び⼥児に対する

あらゆる形態の差別を撤廃する。
5.1.1 性別に基づく平等と差別撤廃を促進、実施

及びモニターするための法律の枠組みが制
定されているかどうか

5.2 ⼈⾝売買や性的、その他の種類の搾取など、全ての
⼥性及び⼥児に対する、公共・私的空間におけるあ
らゆる形態の暴⼒を排除する。

5.2.1 これまでにパートナーを得た15歳以上の⼥
性や少⼥のうち、過去12か⽉以内に、現在、
または以前の親密なパートナーから⾝体的、
性的、精神的暴⼒を受けた者の割合（暴
⼒の形態、年齢別）

5.2.2 過去12か⽉以内に、親密なパートナー以
外の⼈から性的暴⼒を受けた15歳以上の
⼥性や少⼥の割合（年齢、発⽣場所別）

ターゲット 指 標
4.6 2030年までに、全ての若者及び⼤多数（男⼥とも

に）の成⼈が、読み書き能⼒及び基本的計算能⼒
を⾝に付けられるようにする。

4.6.1 実⽤的な(a)読み書き能⼒、(b)基本的計
算能⼒において、少なくとも決まったレベルを
達成した所定の年齢層の⼈⼝割合（性別
ごと）

4.7 2030年までに、持続可能な開発のための教育及び
持続可能なライフスタイル、⼈権、男⼥の平等、平和
及び⾮暴⼒的⽂化の推進、グローバル・シチズンシッ
プ、⽂化多様性と⽂化の持続可能な開発への貢献
の理解の教育を通して、全ての学習者が、持続可能
な開発を促進するために必要な知識及び技能を習
得できるようにする。

4.7.1 ジェンダー平等および⼈権を含む、(i)地球
市⺠教育、及び(ii)持続可能な開発のため
の教育が、（a）各国の教育政策、(b) カ
リキュラム、(c) 教師の教育、及び(d)児童・
⽣徒・学⽣の達成度評価に関して、全ての
教育段階において主流化されているレベル

4.a ⼦供、障害及びジェンダーに配慮した教育施設を構
築・改良し、全ての⼈々に安全で⾮暴⼒的、包摂的、
効果的な学習環境を提供できるようにする。

4.a.1 以下の設備等が利⽤可能な学校の割合
(a)電気、(b)教育を⽬的としたインターネッ
ト、(c)教育を⽬的としたコンピュータ、 (d)
障害を持っている学⽣のための適切な設備・
教材、 （e)基本的な飲料⽔、(f)男⼥別
の基本的なトイレ、(g)基本的な⼿洗い施
設(WASH指標の定義別）

4.b 2020年までに、開発途上国、特に後発開発途上
国及び⼩島嶼開発途上国、並びにアフリカ諸国を対
象とした、職業訓練、情報通信技術（ICT）、技
術・⼯学・科学プログラムなど、先進国及びその他の
開発途上国における⾼等教育の奨学⾦の件数を全
世界で⼤幅に増加させる。

4.b.1 奨学⾦のためのODAフローの量（部⾨と研
究タイプ別）

4.c 2030年までに、開発途上国、特に後発開発途上国
及び⼩島嶼開発途上国における教員研修のための
国際協⼒などを通じて、質の⾼い教員の数を⼤幅に
増加させる。

4.c.1 各国における適切なレベルでの教育を⾏うた
めに、最低限制度化された養成研修あるい
は現職研修（例︓教授法研修）を受けた
（a）就学前教育、(b）初等教育、
（c）前期中等教育、（d）後期中等教
育に従事する教員の割合
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⽬標６
すべての⼈々の⽔と衛⽣の利⽤可能性と持続可能な管理を確保する

ターゲット 指 標
6.1 2030年までに、全ての⼈々の、安全で安価な飲料

⽔の普遍的かつ衡平なアクセスを達成する。
6.1.1 安全に管理された飲料⽔サービスを利⽤す

る⼈⼝の割合

6.2 2030年までに、全ての⼈々の、適切かつ平等な下
⽔施設・衛⽣施設へのアクセスを達成し、野外での排
泄をなくす。⼥性及び⼥児、並びに脆弱な⽴場にある
⼈々のニーズに特に注意を払う。

6.2.1 (a)安全に管理された公衆衛⽣サービスを
利⽤する⼈⼝の割合、(b)⽯けんや⽔のあ
る⼿洗い場を利⽤する⼈⼝の割合

6.3 2030年までに、汚染の減少、投棄の廃絶と有害な
化学物・物質の放出の最⼩化、未処理の排⽔の割
合半減及び再⽣利⽤と安全な再利⽤の世界的規
模で⼤幅に増加させることにより、⽔質を改善する。

6.3.1 安全に処理された排⽔の割合

6.3.2 良好な⽔質を持つ⽔域の割合

6.4 2030年までに、全セクターにおいて⽔利⽤の効率を
⼤幅に改善し、淡⽔の持続可能な採取及び供給を
確保し⽔不⾜に対処するとともに、⽔不⾜に悩む
⼈々の数を⼤幅に減少させる。

6.4.1 ⽔の利⽤効率の経時変化

6.4.2 ⽔ストレスレベル︓淡⽔資源量に占める淡
⽔採取量の割合

ターゲット 指 標
5.3 未成年者の結婚、早期結婚、強制結婚及び⼥性

器切除など、あらゆる有害な慣⾏を撤廃する。
5.3.1 15歳未満、18歳未満で結婚⼜はパート

ナーを得た20〜24歳の⼥性の割合

5.3.2 ⼥性性器切除を受けた15歳〜49歳の少
⼥や⼥性の割合（年齢別）

5.4 公共のサービス、インフラ及び社会保障政策の提供、
並びに各国の状況に応じた世帯・家族内における責
任分担を通じて、無報酬の育児・介護や家事労働を
認識・評価する。

5.4.1 無償の家事・ケア労働に費やす時間の割
合（性別、年齢、場所別）

5.5 政治、経済、公共分野でのあらゆるレベルの意思決
定において、完全かつ効果的な⼥性の参画及び平
等なリーダーシップの機会を確保する。

5.5.1 国会及び地⽅議会において⼥性が占める
議席の割合

5.5.2 管理職に占める⼥性の割合

5.6 国際⼈⼝・開発会議（ICPD）の⾏動計画及び北
京⾏動綱領、並びにこれらの検証会議の成果⽂書
に従い、性と⽣殖に関する健康及び権利への普遍的
アクセスを確保する。

5.6.1 性的関係、避妊、リプロダクティブ・ヘルスケ
アについて、⾃分で意思決定を⾏うことので
きる15歳〜49歳の⼥性の割合

5.6.2 15歳以上の⼥性及び男性に対し、セク
シュアル/リプロダクティブ・ヘルスケア、情報、
教育を保障する法律や規定を有する国の
数

5.a ⼥性に対し、経済的資源に対する同等の権利、並び
に各国法に従い、オーナーシップ及び⼟地その他の財
産、⾦融サービス、相続財産、天然資源に対するア
クセスを与えるための改⾰に着⼿する。

5.a.1 (a)農地への所有権⼜は保障された権利
を有する総農業⼈⼝の割合（性別ごと）
(b)農地所有者⼜は権利者における⼥性
の割合（所有条件別）

5.a.2 ⼟地所有及び/⼜は管理に関する⼥性の
平等な権利を保障している法的枠組（慣
習法を含む）を有する国の割合

5.b ⼥性の能⼒強化促進のため、ICTをはじめとする実
現技術の活⽤を強化する。

5.b.1 携帯電話を所有する個⼈の割合（性別ご
と）

5.c ジェンダー平等の促進、並びに全ての⼥性及び⼥⼦
のあらゆるレベルでの能⼒強化のための適正な政策
及び拘束⼒のある法規を導⼊・強化する。

5.c.1 ジェンダー平等及び⼥性のエンパワーメント
のための公的資⾦を監視、配分するシステ
ムを有する国の割合
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⽬標７
すべての⼈々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確
保する

ターゲット 指 標
7.1 2030年までに、安価かつ信頼できる現代的エネル

ギーサービスへの普遍的アクセスを確保する。
7.1.1 電気を受電可能な⼈⼝⽐率

7.1.2 家屋の空気を汚さない燃料や技術に依存
している⼈⼝⽐率

7.2 2030年までに、世界のエネルギーミックスにおける再
⽣可能エネルギーの割合を⼤幅に拡⼤させる。

7.2.1 最終エネルギー消費量に占める再⽣可能
エネルギー⽐率

7.3 2030年までに、世界全体のエネルギー効率の改善
率を倍増させる。

7.3.1 エネルギー強度（GDP当たりの⼀次エネル
ギー）

7.a 2030年までに、再⽣可能エネルギー、エネルギー効
率及び先進的かつ環境負荷の低い化⽯燃料技術な
どのクリーンエネルギーの研究及び技術へのアクセスを
促進するための国際協⼒を強化し、エネルギー関連イ
ンフラとクリーンエネルギー技術への投資を促進する。

7.a.1 クリーンなエネルギー研究及び開発と、ハイ
ブリッドシステムに含まれる再⽣可能エネル
ギー⽣成への⽀援に関する発展途上国に
対する国際⾦融フロー

7.b 2030年までに、各々の⽀援プログラムに沿って開発
途上国、特に後発開発途上国及び⼩島嶼開発途
上国、内陸開発途上国の全ての⼈々に現代的で持
続可能なエネルギーサービスを供給できるよう、インフラ
拡⼤と技術向上を⾏う。

7.b.1 持続可能なサービスへのインフラや技術の
ための財源移⾏におけるGDPに占めるエネ
ルギー効率への投資(％)及び海外直接投
資の総量

ターゲット 指 標
6.5 2030年までに、国境を越えた適切な協⼒を含む、あ

らゆるレベルでの統合⽔資源管理を実施する。
6.5.1 統合⽔資源管理（IWRM）実施の度

合い（0-100）

6.5.2 ⽔資源協⼒のための運営協定がある越
境流域の割合

6.6 2020年までに、⼭地、森林、湿地、河川、帯⽔層、
湖沼を含む⽔に関連する⽣態系の保護・回復を⾏う。

6.6.1 ⽔関連⽣態系範囲の経時変化

6.a 2030年までに、集⽔、海⽔淡⽔化、⽔の効率的利
⽤、排⽔処理、リサイクル・再利⽤技術を含む開発途
上国における⽔と衛⽣分野での活動と計画を対象と
した国際協⼒と能⼒構築⽀援を拡⼤する。

6.a.1 政府調整⽀出計画の⼀部である上下
⽔道関連のODAの総量

6.b ⽔と衛⽣に関わる分野の管理向上における地域コミュ
ニティの参加を⽀援・強化する。

6.b.1 上下⽔道管理への地⽅コミュニティの参
加のために制定し、運営されている政策
及び⼿続のある地⽅公共団体の割合

トピックス SDGs債
グリーンボンドやソーシャルボンド、サス
テナビリティボンドなどを含むいわゆる
「SDGs債」が近年注⽬を集めています。
調達資⾦がSDGsに貢献する事業に
充当される「SDGs債」には、SDGsの中
でも環境・社会へのポジティブなインパク
トを有し、⼀般的にスタンダードとして認
められている原則に沿った債券や、事業
全体がSDGsに貢献すると考えられる機
関が発⾏し、インパクト（改善効果）に
関する情報開⽰が適切になされている
債券が含まれます。
出典:⽇本証券業協会HP
https://www.jsda.or.jp/sdgs/hakkou.html14



⽬標８
包摂的かつ持続可能な経済成⻑及びすべての⼈々の完全かつ⽣産的な雇⽤と働

きがいのある⼈間らしい雇⽤(ディーセント・ワーク)を促進する

ターゲット 指 標
8.1 各国の状況に応じて、⼀⼈当たり経済成⻑率を持続

させる。特に後発開発途上国は少なくとも年率７%の
成⻑率を保つ。

8.1.1 ⼀⼈当たりの実質GDPの年間成⻑率

8.2 ⾼付加価値セクターや労働集約型セクターに重点を
置くことなどにより、多様化、技術向上及びイノベーショ
ンを通じた⾼いレベルの経済⽣産性を達成する。

8.2.1 就業者⼀⼈当たりの実質GDPの年間成
⻑率

8.3 ⽣産活動や適切な雇⽤創出、起業、創造性及びイノ
ベーションを⽀援する開発重視型の政策を促進すると
ともに、⾦融サービスへのアクセス改善などを通じて中⼩
零細企業の設⽴や成⻑を奨励する。

8.3.1 農業以外におけるインフォーマル雇⽤の割
合（性別ごと）

8.4 2030年までに、世界の消費と⽣産における資源効率
を漸進的に改善させ、先進国主導の下、持続可能な
消費と⽣産に関する10年計画枠組みに従い、経済成
⻑と環境悪化の分断を図る。

8.4.1 マテリアルフットプリント（MF）、⼀⼈当た
りMF及びGDP当たりのMF
（指標12.2.1と同⼀指標）

8.4.2 天然資源等消費量（DMC）、⼀⼈当
たりのDMC及びGDP当たりのDMC 
(指標12.2.2と同⼀指標）

8.5 2030年までに、若者や障害者を含む全ての男性及び
⼥性の、完全かつ⽣産的な雇⽤及び働きがいのある
⼈間らしい仕事、並びに同⼀労働同⼀賃⾦を達成す
る。

8.5.1 ⼥性及び男性労働者の平均時給（職
業、年齢、障害者別）

8.5.2 失業率（性別、年齢、障害者別）

8.6 2020年までに、就労、就学及び職業訓練のいずれも
⾏っていない若者の割合を⼤幅に減らす。

8.6.1 就労、就学及び職業訓練のいずれも⾏っ
ていない15〜24歳の若者の割合

8.7 強制労働を根絶し、現代の奴隷制、⼈⾝売買を終ら
せるための緊急かつ効果的な措置の実施、最悪な形
態の児童労働の禁⽌及び撲滅を確保する。2025年
までに児童兵⼠の募集と使⽤を含むあらゆる形態の児
童労働を撲滅する。

8.7.1 児童労働者（５〜17歳）の割合と数
（性別、年齢別）

8.8 移住労働者、特に⼥性の移住労働者や不安定な雇
⽤状態にある労働者など、全ての労働者の権利を保
護し、安全・安⼼な労働環境を促進する。

8.8.1 致命的及び⾮致命的な労働災害の発
⽣率（性別、移住状況別）

8.8.2 国際労働機関（ILO）原⽂ソース及び
国内の法律に基づく、労働権利（結社
及び団体交渉の⾃由）における国内コン
プライアンスのレベル（性別、移住状況
別）

8.9 2030年までに、雇⽤創出、地⽅の⽂化振興・産品
販促につながる持続可能な観光業を促進するための
政策を⽴案し実施する。

8.9.1 全GDP及びGDP成⻑率に占める割合と
しての観光業の直接GDP

8.9.2 全観光業における従業員数に占める持
続可能な観光業の従業員数の割合

8.10 国内の⾦融機関の能⼒を強化し、全ての⼈々の銀
⾏取引、保険及び⾦融サービスへのアクセスを促進・
拡⼤する。

8.10.1 成⼈10万⼈当たりの商業銀⾏の⽀店
数及びATM数

8.10.2 銀⾏や他の⾦融機関に⼝座を持つ、⼜
はモバイルマネーサービスを利⽤する成
⼈（15歳以上）の割合
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⽬標９
強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイ

ノベーションの推進を図る

ターゲット 指 標
9.1 全ての⼈々に安価で公平なアクセスに重点を置いた

経済発展と⼈間の福祉を⽀援するために、地域・越
境インフラを含む質の⾼い、信頼でき、持続可能かつ
強靱（レジリエント）なインフラを開発する。

9.1.1 全季節利⽤可能な道路の２km圏内に住
んでいる地⽅の⼈⼝の割合

9.1.2 旅客と貨物量（交通⼿段別）

9.2 包摂的かつ持続可能な産業化を促進し、2030年
までに各国の状況に応じて雇⽤及びGDPに占める
産業セクターの割合を⼤幅に増加させる。後発開発
途上国については同割合を倍増させる。

9.2.1 GDPに占める製造業付加価値の割合及び
⼀⼈当たり製造業付加価値

9.2.2 全産業就業者数に占める製造業就業者
数の割合

9.3 特に開発途上国における⼩規模の製造業その他の
企業の、安価な資⾦貸付などの⾦融サービスやバ
リューチェーン及び市場への統合へのアクセスを拡⼤
する。

9.3.1 産業の合計付加価値のうち⼩規模産業の
占める割合

9.3.2 ローン⼜は与信枠が設定された⼩規模製
造業の割合

9.4 2030年までに、資源利⽤効率の向上とクリーン技
術及び環境に配慮した技術・産業プロセスの導⼊拡
⼤を通じたインフラ改良や産業改善により、持続可
能性を向上させる。全ての国々は各国の能⼒に応じ
た取組を⾏う。

9.4.1 付加価値の単位当たりのCO2排出量

9.5 2030年までにイノベーションを促進させることや100
万⼈当たりの研究開発従事者数を⼤幅に増加させ、
また官⺠研究開発の⽀出を拡⼤させるなど、開発途
上国をはじめとする全ての国々の産業セクターにおけ
る科学研究を促進し、技術能⼒を向上させる。

9.5.1 GDPに占める研究開発への⽀出

9.5.2 100万⼈当たりの研究者（フルタイム相
当）

9.a アフリカ諸国、後発開発途上国、内陸開発途上国
及び⼩島嶼開発途上国への⾦融・テクノロジー・技
術の⽀援強化を通じて、開発途上国における持続
可能かつ強靱（レジリエント）なインフラ開発を促進
する。

9.a.1 インフラへの公的国際⽀援の総額（ODA
その他公的フロー）

9.b 産業の多様化や商品への付加価値創造などに資す
る政策環境の確保などを通じて、開発途上国の国
内における技術開発、研究及びイノベーションを⽀援
する。

9.b.1 全付加価値における中位並びに先端テクノ
ロジー産業の付加価値の割合

9.c 後発開発途上国において情報通信技術へのアクセ
スを⼤幅に向上させ、2020年までに普遍的かつ安
価なインターネットアクセスを提供できるよう図る。

9.c.1 モバイルネットワークにアクセス可能な⼈⼝の
割合（技術別）

ターゲット 指 標
8.a 後発開発途上国への貿易関連技術⽀援のための

拡⼤統合フレームワーク（EIF）などを通じた⽀援を
含む、開発途上国、特に後発開発途上国に対する
貿易のための援助を拡⼤する。

8.a.1 貿易のための援助に対するコミットメントや⽀
出

8.b 2020年までに、若年雇⽤のための世界的戦略及び
国際労働機関（ILO）の仕事に関する世界協定
の実施を展開・運⽤化する。

8.b.1 国家雇⽤戦略とは別途あるいはその⼀部と
して開発され運⽤されている若年雇⽤のた
めの国家戦略の有無
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⽬標１０
各国内及び各国間の不平等を是正する

ターゲット 指 標
10.1 2030年までに、各国の所得下位40%の所得成

⻑率について、国内平均を上回る数値を漸進的に
達成し、持続させる。

10.1.1 １⼈当たりの家計⽀出⼜は所得の成⻑
率（⼈⼝の下位40%のもの、総⼈⼝の
もの）

10.2 2030年までに、年齢、性別、障害、⼈種、⺠族、
出⾃、宗教、あるいは経済的地位その他の状況に
関わりなく、全ての⼈々の能⼒強化及び社会的、
経済的及び政治的な包含を促進する。

10.2.1 中位所得の半分未満で⽣活する⼈⼝の
割合（年齢、性別、障害者別）

10.3 差別的な法律、政策及び慣⾏の撤廃、並びに適
切な関連法規、政策、⾏動の促進などを通じて、
機会均等を確保し、成果の不平等を是正する。

10.3.1 国際⼈権法の下で禁⽌されている差別
の理由において、過去12か⽉の間に差別
⼜は嫌がらせを個⼈的に感じたと報告し
た⼈⼝の割合

10.4 税制、賃⾦、社会保障政策をはじめとする政策を
導⼊し、平等の拡⼤を漸進的に達成する。

10.4.1 賃⾦及び社会保障給付から成るGDP労
働分配率

10.5 世界⾦融市場と⾦融機関に対する規制とモニタリン
グを改善し、こうした規制の実施を強化する。

10.5.1 ⾦融健全性指標

10.6 地球規模の国際経済・⾦融制度の意思決定にお
ける開発途上国の参加や発⾔⼒を拡⼤させること
により、より効果的で信⽤⼒があり、説明責任のあ
る正当な制度を実現する。

10.6.1 国際機関における開発途上国のメンバー
数及び投票権の割合
(指標16.8.1と同⼀指標）

10.7 計画に基づき良く管理された移⺠政策の実施など
を通じて、秩序のとれた、安全で規則的かつ責任あ
る移住や流動性を促進する。

10.7.1 従業者が移住先の国で稼いだ⽉収に占
める、その従業者が移住先の国で仕事を
探すに当たって（⾃ら）負担した費⽤の
割合

10.7.2 秩序のとれた、安全で規則的かつ責任あ
る移住や流動性を促進する移住政策を
持つ国の数

10.a 世界貿易機関（WTO）協定に従い、開発途上
国、特に後発開発途上国に対する特別かつ異なる
待遇の原則を実施する。

10.a.1 後発開発途上国や開発途上国からの輸
⼊品に適⽤されるゼロ関税の関税分類
品⽬（タリフライン）の割合

10.b 各国の国家計画やプログラムに従って、後発開発
途上国、アフリカ諸国、⼩島嶼開発途上国及び内
陸開発途上国を始めとする、ニーズが最も⼤きい
国々への、政府開発援助（ODA）及び海外直
接投資を含む資⾦の流⼊を促進する。

10.b.1 開発のためのリソースフローの総額（受援
国及び援助国、フローの流れ（例︓
ODA、外国直接投資、その他）別）

10.c 2030年までに、移住労働者による送⾦コストを
３%未満に引き下げ、コストが5%を越える送⾦経
路を撤廃する。

10.c.1 総送⾦額の割合に占める送⾦コスト

トピックス SDGs私募債
私募債とは、企業が⻑期の資⾦調達を⽬的として債券（有価証券）を
発⾏し、特定少数の投資家が引き受けるものです。SDGs私募債は、⽇
本では⼀般的に、私募債を発⾏する企業から⾦融機関が受け取る⼿数
料の⼀部を、SDGs関連団体へ寄付を⾏うことを指すことが多いようです。
例えば、肥後銀⾏が発⾏する「ひぎんSDGs私募債」では、私募債発⾏
額の0.2％相当額を、発⾏企業が指定する学校やSDGsに資する団体に
対して寄附を⾏うことで、 地域課題の解決を⽬指しています。

発⾏企業 ⾦融機関

SDGsに資する団体

引受⼿数料⽀払い

私募債発⾏・引受 寄附
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⽬標１１
包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）で持続可能な都市及び⼈間居住を実現する

ターゲット 指 標
11.1 2030年までに、全ての⼈々の、適切、安全かつ安

価な住宅及び基本的サービスへのアクセスを確保し、
スラムを改善する。

11.1.1 スラム、インフォーマルな居住地及び不適
切な住宅に居住する都市⼈⼝の割合

11.2 2030年までに、脆弱な⽴場にある⼈々、⼥性、⼦
供、障害者及び⾼齢者のニーズに特に配慮し、公
共交通機関の拡⼤などを通じた交通の安全性改
善により、全ての⼈々に、安全かつ安価で容易に利
⽤できる、持続可能な輸送システムへのアクセスを
提供する。

11.2.1 公共交通機関へ容易にアクセスできる⼈
⼝の割合（性別、年齢、障害者別）

11.3 2030年までに、包摂的かつ持続可能な都市化を
促進し、全ての国々の参加型、包摂的かつ持続可
能な⼈間居住計画・管理の能⼒を強化する。

11.3.1 ⼈⼝増加率と⼟地利⽤率の⽐率

11.3.2 定期的かつ⺠主的に運営されている都
市計画及び管理に、市⺠社会が直接参
加する仕組みがある都市の割合

11.4 世界の⽂化遺産及び⾃然遺産の保護・保全の努
⼒を強化する。

11.4.1 全ての⽂化及び⾃然遺産の保全、保護
及び保存における総⽀出額（公的部⾨、
⺠間部⾨）（遺産のタイプ別（⽂化、
⾃然、混合、世界遺産に登録されている
もの）、政府レベル別（国、地域、地⽅、
市）、⽀出タイプ別（営業費、投資）、
⺠間資⾦のタイプ別（寄付、⾮営利部
⾨、後援））

11.5 2030年までに、貧困層及び脆弱な⽴場にある
⼈々の保護に焦点をあてながら、⽔関連災害など
の災害による死者や被災者数を⼤幅に削減し、世
界の国内総⽣産⽐で直接的経済損失を⼤幅に減
らす。

11.5.1 10万⼈当たりの災害による死者数、⾏
⽅不明者数、直接的負傷者数
（指標1.5.1及び13.1.1と同⼀指標）

11.5.2 災害によって起こった、グローバルなGDP
に関連した直接経済損失、重要インフラ
への被害及び基本サービスの途絶件数

11.6 2030年までに、⼤気の質及び⼀般並びにその他
の廃棄物の管理に特別な注意を払うことによるもの
を含め、都市の⼀⼈当たりの環境上の悪影響を軽
減する。

11.6.1 都市で⽣み出された固形廃棄物の総量
のうち、定期的に収集され適切に最終処
理されたものの割合（都市別）

11.6.2 都市部における微粒⼦物質（例︓
PM2.5やPM10）の年平均レベル（⼈
⼝で加重平均したもの）

11.7 2030年までに、⼥性、⼦供、⾼齢者及び障害者
を含め、⼈々に安全で包摂的かつ利⽤が容易な緑
地や公共スペースへの普遍的アクセスを提供する。

11.7.1 各都市部の建物密集区域における公共
スペースの割合の平均（性別、年齢、障
害者別）

11.7.2 過去12か⽉における⾝体的⼜は性的ハ
ラスメントの犠牲者の割合（性別、年齢、
障害状況、発⽣場所別）

11.a 各国・地域規模の開発計画の強化を通じて、経済、
社会、環境⾯における都市部、都市周辺部及び
農村部間の良好なつながりを⽀援する。

11.a.1 ⼈⼝予測とリソース需要について取りまと
めながら都市及び地域開発計画を実⾏
している都市に住んでいる⼈⼝の割合
（都市の規模別）
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ターゲット 指 標
11.b 2020年までに、包含、資源効率、気候変動の緩

和と適応、災害に対する強靱さ（レジリエンス）を
⽬指す総合的政策及び計画を導⼊・実施した都
市及び⼈間居住地の件数を⼤幅に増加させ、仙台
防災枠組2015-2030に沿って、あらゆるレベルで
の総合的な災害リスク管理の策定と実施を⾏う。

11.b.1 仙台防災枠組み2015-2030に沿っ
た国家レベルの防災戦略を採択し実⾏
している国の数
（指標1.5.3及び13.1.2と同⼀指
標）

11.b.2 国家防災戦略に沿った地⽅レベルの防
災戦略を採択し実⾏している地⽅政府
の割合
（指標1.5.4及び13.1.3と同⼀指
標）

11.c 財政的及び技術的な⽀援などを通じて、後発開発
途上国における現地の資材を⽤いた、持続可能か
つ強靱（レジリエント）な建造物の整備を⽀援する。

11.c.1 現地の資材を⽤いた、持続可能で強
靱（レジリエント）で資源効率的であ
る建造物の建設及び改築に割り当てら
れた後発開発途上国への財政援助の
割合

⽬標１２
持続可能な⽣産消費形態を確保する

ターゲット 指 標
12.1 開発途上国の開発状況や能⼒を勘案しつつ、持

続可能な消費と⽣産に関する10年計画枠組み
（10YFP）を実施し、先進国主導の下、全ての
国々が対策を講じる。

12.1.1 持続可能な消費と⽣産（SCP）に関
する国家⾏動計画を持っている、⼜は
国家政策に優先事項もしくはターゲット
としてSCPが組み込まれている国の数

12.2 2030年までに天然資源の持続可能な管理及び
効率的な利⽤を達成する。

12.2.1 マテリアルフットプリント（MF）、⼀⼈当
たりMF及びGDP当たりのMF
（指標8.4.1と同⼀指標）

12.2.2 天然資源等消費量（DMC）、⼀⼈
当たりのDMC及びGDP当たりのDMC 
(指標8.4.2と同⼀指標）

12.3 2030年までに⼩売・消費レベルにおける世界全体
の⼀⼈当たりの⾷料の廃棄を半減させ、収穫後損
失などの⽣産・サプライチェーンにおける⾷品ロスを減
少させる。

12.3.１ a) ⾷料損耗指数、及び b) ⾷料廃棄
指数

12.4 2020年までに、合意された国際的な枠組みに従
い、製品ライフサイクルを通じ、環境上適正な化学
物質や全ての廃棄物の管理を実現し、⼈の健康や
環境への悪影響を最⼩化するため、化学物質や廃
棄物の⼤気、⽔、⼟壌への放出を⼤幅に削減する。

12.4.1 有害廃棄物や他の化学物質に関する
国際多国間環境協定で求められる情
報の提供（報告）の義務を果たしてい
る締約国の数

12.4.2 有害廃棄物の１⼈当たり発⽣量、処
理された有害廃棄物の割合（処理⼿
法ごと）

12.5 2030年までに、廃棄物の発⽣防⽌、削減、再⽣
利⽤及び再利⽤により、廃棄物の発⽣を⼤幅に削
減する。

12.5.1 各国の再⽣利⽤率、リサイクルされた物
質のトン数

12.6 特に⼤企業や多国籍企業などの企業に対し、持
続可能な取り組みを導⼊し、持続可能性に関す
る情報を定期報告に盛り込むよう奨励する。

12.6.1 持続可能性に関する報告書を発⾏
する企業の数

12.7 国内の政策や優先事項に従って持続可能な公
共調達の慣⾏を促進する。

12.7.1 持続可能な公的調達政策及び⾏動
計画を実施している国の数
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ターゲット 指 標
12.8 2030年までに、⼈々があらゆる場所において、

持続可能な開発及び⾃然と調和したライフスタイ
ルに関する情報と意識を持つようにする。

12.8.1 気候変動教育を含む、(i)地球市⺠
教育、及び(ii)持続可能な開発のた
めの教育が、（a）各国の教育政策、
(b) カリキュラム、(c) 教師の教育、
及び(d)児童・⽣徒・学⽣の達成度
評価に関して、全ての教育段階におい
て主流化されているレベル

12.a 開発途上国に対し、より持続可能な消費・⽣産
形態の促進のための科学的・技術的能⼒の強
化を⽀援する。

12.a.1 持続可能な消費、⽣産形態及び環
境に配慮した技術のための研究開発
に係る開発途上国への⽀援総計

12.b 雇⽤創出、地⽅の⽂化振興・産品販促につな
がる持続可能な観光業に対して持続可能な開
発がもたらす影響を測定する⼿法を開発・導⼊
する。

12.b.1 承認された評価監視ツールのある持
続可能な観光戦略や政策、実施され
た⾏動計画の数

12.c 開発途上国の特別なニーズや状況を⼗分考慮
し、貧困層やコミュニティを保護する形で開発に関
する悪影響を最⼩限に留めつつ、税制改正や、
有害な補助⾦が存在する場合はその環境への影
響を考慮してその段階的廃⽌などを通じ、各国の
状況に応じて、市場のひずみを除去することで、
浪費的な消費を奨励する、化⽯燃料に対する⾮
効率な補助⾦を合理化する。

12.c.1 GDP（⽣産及び消費）の単位当たり
及び化⽯燃料の国家⽀出総額に占
める化⽯燃料補助⾦

⽬標１３
気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる

ターゲット 指 標
13.1 全ての国々において、気候関連災害や⾃然災害に

対する強靱性（レジリエンス）及び適応の能⼒を
強化する。

13.1.1 10万⼈当たりの災害による死者数、⾏
⽅不明者数、直接的負傷者数
（指標1.5.1及び11.5.1と同⼀指標）

13.1.2 仙台防災枠組み2015-2030に沿った
国家レベルの防災戦略を採択し実⾏して
いる国の数
（指標1.5.3及び11.b.1と同⼀指標）

13.1.3 国家防災戦略に沿った地⽅レベルの防
災戦略を採択し実⾏している地⽅政府
の割合
（指標1.5.4及び11.b.2と同⼀指標）

トピックス SDGsの新たな価値を測る「新国富指標」
「新国富指標」とはGDP（国内総⽣産）では測れない、主に①⼈の豊かさを捉える「⼈的資本」、②経済的

（物的）な豊かさを捉える「⼈⼯資本」、③持続的な利⽤や管理が必要となる資源や⾃然などを捉える「⾃然
資本」の３つの資本の合計から計算される、豊かで持続可能な社会を評価する新しい指標です。
2012年6⽉「国連持続可能な開発会議（リオ＋20）」にて持続可能性の判断基準となり得る単⼀の経済

指標「新国富指標」が世界に提案され、SDGsを評価するための指標として注⽬されています。
九州⼤学都市研究センター⻑ ⾺奈⽊俊介主幹教授の研究チームでは、地域の豊かさのレベルを上げる取組

みに活⽤できるよう市区町村の新国富指標の値を算出し、持続可能なまちづくりに向けた⾃治体への導⼊も始
まっています。

出典︓九州⼤学都市研究センターHP http://managi-lab.com/ui/index.html
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ターゲット 指 標
13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛

り込む。
13.2.1 気候変動の悪影響に適応し、⾷料⽣産

を脅かさない⽅法で、気候強靱性や温室
効果ガスの低排出型の発展を促進するた
めの能⼒を増加させる統合的な政策/戦
略/計画（国の適応計画、国が決定する
貢献、国別報告書、隔年更新報告書そ
の他を含む）の確⽴⼜は運⽤を報告して
いる国の数

13.3 気候変動の緩和、適応、影響軽減及び早期警戒
に関する教育、啓発、⼈的能⼒及び制度機能を
改善する。

13.3.1 緩和、適応、影響軽減及び早期警戒を、
初等、中等及び⾼等教育のカリキュラム
に組み込んでいる国の数

13.3.2 適応、緩和及び技術移転を実施するた
めの制度上、システム上、及び個々⼈に
おける能⼒構築の強化や開発⾏動を報
告している国の数

13.a 重要な緩和⾏動の実施とその実施における透明性
確保に関する開発途上国のニーズに対応するため、
2020年までにあらゆる供給源から年間1,000億ド
ルを共同で動員するという、UNFCCCの先進締約
国によるコミットメントを実施するとともに、可能な限
り速やかに資本を投⼊して緑の気候基⾦を本格始
動させる。

13.a.1 2020-2025年の間に1000億USドルコ
ミットメントを実現するために必要となる１
年当たりに投資される総USドル

13.b 後発開発途上国及び⼩島嶼開発途上国において、
⼥性や⻘年、地⽅及び社会的に疎外されたコミュニ
ティに焦点を当てることを含め、気候変動関連の効
果的な計画策定と管理のための能⼒を向上するメ
カニズムを推進する。

13.b.1 ⼥性や⻘年、地⽅及び社会的に疎外さ
れたコミュニティに焦点を当てることを含め、
気候変動関連の効果的な計画策定と管
理のための能⼒を向上させるメカニズムの
ために、専⾨的なサポートを受けている後
発開発途上国や⼩島嶼開発途上国の
数及び財政、技術、能⼒構築を含む⽀
援総額

⽬標１４
持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利⽤する

ターゲット 指 標
14.1 2025年までに、海洋ごみや富栄養化を含む、特に

陸上活動による汚染など、あらゆる種類の海洋汚
染を防⽌し、⼤幅に削減する。

14.1.1 沿岸富栄養化指数 (ICEP)及び浮遊プ
ラスチックごみの密度

14.2 2020年までに、海洋及び沿岸の⽣態系に関する
重⼤な悪影響を回避するため、強靱性（レジリエン
ス）の強化などによる持続的な管理と保護を⾏い、
健全で⽣産的な海洋を実現するため、海洋及び沿
岸の⽣態系の回復のための取組を⾏う。

14.2.1 ⽣態系を基盤として活⽤するアプローチに
より管理された各国の排他的経済⽔域
の割合

14.3 あらゆるレベルでの科学的協⼒の促進などを通じて、
海洋酸性化の影響を最⼩限化し、対処する。

14.3.1 承認された代表標本抽出地点で測定さ
れた海洋酸性度（pH）の平均値

14.4 ⽔産資源を、実現可能な最短期間で少なくとも各
資源の⽣物学的特性によって定められる最⼤持続
⽣産量のレベルまで回復させるため、2020年までに、
漁獲を効果的に規制し、過剰漁業や違法・無報
告・無規制（IUU）漁業及び破壊的な漁業慣⾏
を終了し、科学的な管理計画を実施する。

14.4.1 ⽣物学的に持続可能なレベルの⽔産資
源の割合
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ターゲット 指 標
14.5 2020年までに、国内法及び国際法に則り、最⼤

限⼊⼿可能な科学情報に基づいて、少なくとも沿
岸域及び海域の10パーセントを保全する。

14.5.1 海域に関する保護領域の範囲

14.6 開発途上国及び後発開発途上国に対する適切か
つ効果的な、特別かつ異なる待遇が、世界貿易機
関（WTO）漁業補助⾦交渉の不可分の要素で
あるべきことを認識した上で、2020年までに、過剰
漁獲能⼒や過剰漁獲につながる漁業補助⾦を禁
⽌し、違法・無報告・無規制（IUU）漁業につな
がる補助⾦を撤廃し、同様の新たな補助⾦の導⼊
を抑制する。

14.6.1 IUU漁業
（Illegal（違法）・Unreported（無
報告）・Unregulated（無規制））と
対峙することを⽬的としている国際的な⼿
段の実施状況

14.7 2030年までに、漁業、⽔産養殖及び観光の持続
可能な管理などを通じ、⼩島嶼開発途上国及び
後発開発途上国の海洋資源の持続的な利⽤によ
る経済的便益を増⼤させる。

14.7.1 ⼩島嶼開発途上国、後発開発途上国
及び全ての国々のGDPに占める持続可
能な漁業の割合

14.a 海洋の健全性の改善と、開発途上国、特に⼩島
嶼開発途上国および後発開発途上国の開発にお
ける海洋⽣物多様性の寄与向上のために、海洋
技術の移転に関するユネスコ政府間海洋学委員
会の基準・ガイドラインを勘案しつつ、科学的知識の
増進、研究能⼒の向上、及び海洋技術の移転を
⾏う。

14.a.1 総研究予算額に占める、海洋技術分野
に割り当てられた研究予算の割合

14.b ⼩規模・沿岸零細漁業者に対し、海洋資源及び
市場へのアクセスを提供する。

14.b.1 ⼩規模・零細漁業のためのアクセス権を
認識し保護する法令/規制/政策/制度
枠組みの導⼊状況

14.c 「我々の求める未来」のパラ158において想起される
とおり、海洋及び海洋資源の保全及び持続可能な
利⽤のための法的枠組みを規定する海洋法に関す
る国際連合条約（UNCLOS）に反映されている
国際法を実施することにより、海洋及び海洋資源の
保全及び持続可能な利⽤を強化する。

14.c.1 海洋及び海洋資源の保全と持続可能な
利⽤のために「海洋法に関する国際連合
条約（UNCLOS）」に反映されていると
おり、国際法を実施する海洋関係の⼿段
を、法、政策、機関的枠組みを通して、
批准、導⼊、実施を推進している国の数

⽬標１５
陸域⽣態系の保護、回復、持続可能な利⽤の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化へ
の対処、ならびに⼟地の劣化の阻⽌・回復及び⽣物多様性の損失を阻⽌する

ターゲット 指 標
15.1 2020年までに、国際協定の下での義務に則って、

森林、湿地、⼭地及び乾燥地をはじめとする陸域
⽣態系と内陸淡⽔⽣態系及びそれらのサービスの
保全、回復及び持続可能な利⽤を確保する。

15.1.1 ⼟地全体に対する森林の割合

15.1.2 陸⽣及び淡⽔性の⽣物多様性に重要
な場所のうち保護区で網羅されている割
合（保護地域、⽣態系のタイプ別）

15.2 2020年までに、あらゆる種類の森林の持続可能な
経営の実施を促進し、森林減少を阻⽌し、劣化し
た森林を回復し、世界全体で新規植林及び再植
林を⼤幅に増加させる。

15.2.1 持続可能な森林経営における進捗

15.3 2030年までに、砂漠化に対処し、砂漠化、⼲ばつ
及び洪⽔の影響を受けた⼟地などの劣化した⼟地
と⼟壌を回復し、⼟地劣化に荷担しない世界の達
成に尽⼒する。

15.3.1 ⼟地全体のうち劣化した⼟地の割合
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ターゲット 指 標
15.4 2030年までに持続可能な開発に不可⽋な便益を

もたらす⼭地⽣態系の能⼒を強化するため、⽣物
多様性を含む⼭地⽣態系の保全を確実に⾏う。

15.4.1 ⼭地⽣物多様性のための重要な場所に
占める保全された地域の範囲

15.4.2 ⼭地グリーンカバー指数

15.5 ⾃然⽣息地の劣化を抑制し、⽣物多様性の損失
を阻⽌し、2020年までに絶滅危惧種を保護し、ま
た絶滅防⽌するための緊急かつ意味のある対策を
講じる。

15.5.1 レッドリスト指数

15.6 国際合意に基づき、遺伝資源の利⽤から⽣ずる利
益の公正かつ衡平な配分を推進するとともに、遺伝
資源への適切なアクセスを推進する。

15.6.1 利益の公正かつ衡平な配分を確保する
ための⽴法上、⾏政上及び政策上の枠
組みを持つ国の数

15.7 保護の対象となっている動植物種の密猟及び違法
取引を撲滅するための緊急対策を講じるとともに、
違法な野⽣⽣物製品の需要と供給の両⾯に対処
する。

15.7.1 密猟された野⽣⽣物⼜は違法に取引さ
れた野⽣⽣物の取引の割合
(指標15.c.1と同⼀指標）

15.8 2020年までに、外来種の侵⼊を防⽌するとともに、
これらの種による陸域・海洋⽣態系への影響を⼤幅
に減少させるための対策を導⼊し、さらに優先種の
駆除または根絶を⾏う。

15.8.1 外来種に関する国内法を採択しており、
侵略的外来種の防除や制御に必要な資
⾦等を確保している国の割合

15.9 2020年までに、⽣態系と⽣物多様性の価値を、
国や地⽅の計画策定、開発プロセス及び貧困削減
のための戦略及び会計に組み込む。

15.9.1 ⽣物多様性戦略計画2011-2020の愛
知⽬標の⽬標２に従って設定された国
内⽬標に対する進捗

15.a ⽣物多様性と⽣態系の保全と持続的な利⽤のた
めに、あらゆる資⾦源からの資⾦の動員及び⼤幅な
増額を⾏う。

15.a.1 ⽣物多様性及び⽣態系の保全と持続的
な利⽤に係るODA並びに公的⽀出
(指標15.b.1と同⼀指標）

15.b 保全や再植林を含む持続可能な森林経営を推進
するため、あらゆるレベルのあらゆる供給源から、持
続可能な森林経営のための資⾦の調達と開発途
上国への⼗分なインセンティブ付与のための相当量
の資源を動員する。

15.b.1 ⽣物多様性及び⽣態系の保全と持続的
な利⽤に係るODA並びに公的⽀出
(指標15.a.1と同⼀指標）

15.c 持続的な⽣計機会を追求するために地域コミュニ
ティの能⼒向上を図る等、保護種の密猟及び違法
な取引に対処するための努⼒に対する世界的な⽀
援を強化する。

15.c.1 密猟された野⽣⽣物⼜は違法に取引さ
れた野⽣⽣物の取引の割合
(指標15.7.1と同⼀指標）

⽬標１６
持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての⼈々に司法へのアクセス

を提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

ターゲット 指 標

16.1 あらゆる場所において、全ての形態の暴⼒及び暴
⼒に関連する死亡率を⼤幅に減少させる。

16.1.1 10万⼈当たりの意図的な殺⼈⾏為によ
る犠牲者の数（性別、年齢別）

16.1.2 10万⼈当たりの紛争関連の死者の数
（性別、年齢、原因別）

16.1.3 過去12か⽉において
(a) ⾝体的暴⼒、(b) 精神的暴⼒、
(c)性的暴⼒を受けた⼈⼝の割合

16.1.4 ⾃⾝の居住区地域を⼀⼈で歩いても安
全と感じる⼈⼝の割合
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ターゲット 指 標
16.2 ⼦供に対する虐待、搾取、取引及びあらゆる形態の

暴⼒及び拷問を撲滅する。
16.2.1 過去１か⽉における保護者等からの

⾝体的な暴⼒及び/⼜は⼼理的な攻
撃を受けた１歳〜17歳の⼦供の割
合

16.2.2 10万⼈当たりの⼈⾝取引の犠牲者の
数（性別、年齢、搾取形態別）

16.2.3 18歳までに性的暴⼒を受けた18歳
〜29歳の若年⼥性及び男性の割合

16.3 国家及び国際的なレベルでの法の⽀配を促進し、
全ての⼈々に司法への平等なアクセスを提供する。

16.3.1 過去12か⽉間に暴⼒を受け、所管
官庁⼜はその他の公的に承認された
紛争解決機構に対して、被害を届け
出た者の割合

16.3.2 刑務所の総収容者数に占める判決
を受けていない勾留者の割合

16.4 2030年までに、違法な資⾦及び武器の取引を⼤
幅に減少させ、奪われた財産の回復及び返還を強
化し、あらゆる形態の組織犯罪を根絶する。

16.4.1 内外の違法な資⾦フローの合計額
（USドル）

16.4.2 国際的な要件に従い、所管当局に
よって、発⾒/押収された武器で、その
違法な起源⼜は流れが追跡/⽴証さ
れているものの割合

16.5 あらゆる形態の汚職や贈賄を⼤幅に減少させる。 16.5.1 過去12か⽉間に公務員に賄賂を⽀
払った⼜は公務員より賄賂を要求さ
れたことが少なくとも１回はあった⼈の
割合

16.5.2 過去12か⽉間に公務員に賄賂を⽀
払った⼜は公務員より賄賂を要求さ
れたことが少なくとも１回はあった企業
の割合

16.6 あらゆるレベルにおいて、有効で説明責任のある透明
性の⾼い公共機関を発展させる。

16.6.1 当初承認された予算に占める第⼀次
政府⽀出（部⾨別、（予算別⼜は
類似の分類別））

16.6.2 最後に利⽤した公共サービスに満⾜
した⼈の割合

16.7 あらゆるレベルにおいて、対応的、包摂的、参加型
及び代表的な意思決定を確保する。

16.7.1 国全体における分布と⽐較した、国・
地⽅の公的機関（(a) 議会、(b) 
公共サービス及び(c)司法を含む。）
における性別、年齢別、障害者別、
⼈⼝グループ別の役職の割合

16.7.2 国の政策決定過程が包摂的であり、
かつ応答性を持つと考える⼈の割合
（性別、年齢別、障害者及び⼈⼝
グループ別）

16.8 グローバル・ガバナンス機関への開発途上国の参加を
拡⼤・強化する。

16.8.1 国際機関における開発途上国のメン
バー数及び投票権の割合(指標
10.6.1と同⼀指標）

16.9 2030年までに、全ての⼈々に出⽣登録を含む法的
な⾝分証明を提供する。

16.9.1 ５歳以下の⼦供で、⾏政機関に出
⽣登録されたものの割合（年齢別）
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ターゲット 指 標
16.10 国内法規及び国際協定に従い、情報への公共ア

クセスを確保し、基本的⾃由を保障する。
16.10.1 過去12か⽉間にジャーナリスト、メディア

関係者、労働組合員及び⼈権活動家
の殺害、誘拐、強制失踪、恣意的拘
留及び拷問について⽴証された事例の
数

16.10.2 情報へのパブリックアクセスを保障した憲
法、法令、政策の実施を採択している
国の数

16.a 特に開発途上国において、暴⼒の防⽌とテロリズ
ム・犯罪の撲滅に関するあらゆるレベルでの能⼒構
築のため、国際協⼒などを通じて関連国家機関を
強化する。

16.a.1 パリ原則に準拠した独⽴した国内⼈権
機関の存在の有無

16.b 持続可能な開発のための⾮差別的な法規及び政
策を推進し、実施する。

16.b.1 国際⼈権法の下で禁⽌されている差別
の理由において、過去12か⽉の間に差
別⼜は嫌がらせを個⼈的に感じたと報
告した⼈⼝の割合

⽬標１７
持続可能な開発のための実施⼿段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化
する

ターゲット 指 標

資⾦
17.1 課税及び徴税能⼒の向上のため、開発途上国へ

の国際的な⽀援なども通じて、国内資源の動員を
強化する。

17.1.1 GDPに占める政府収⼊合計の割合
（収⼊源別）

17.1.2 国内予算における、⾃国内の税収が資
⾦源となっている割合

17.2 先進国は、開発途上国に対するODAをGNI⽐
0.7%に、後発開発途上国に対するODAをGNI
⽐0.15〜0.20%にするという⽬標を達成するとの
多くの国によるコミットメントを含むODAに係るコミット
メントを完全に実施する。ODA供与国が、少なくと
もGNI⽐0.20%のODAを後発開発途上国に供
与するという⽬標の設定を検討することを奨励する。

17.2.1 OECD/DACによる寄与のGNIに占める
純ODA総額及び後発開発途上国を対
象にした額

17.3 複数の財源から、開発途上国のための追加的資
⾦源を動員する。

17.3.1 海外直接投資（FDI）、ODA及び南
南協⼒の国内総予算に占める割合

17.3.2 GDP総額に占める送⾦額(USドル)

17.4 必要に応じた負債による資⾦調達、債務救済及び
債務再編の促進を⽬的とした協調的な政策により、
開発途上国の⻑期的な債務の持続可能性の実
現を⽀援し、重債務貧困国（HIPC）の対外債
務への対応により債務リスクを軽減する。

17.4.1 財及びサービスの輸出額に対する債務の
割合

17.5 後発開発途上国のための投資促進枠組みを導⼊
及び実施する。

17.5.1 後発開発途上国のための投資促進枠
組みを導⼊及び実施している国の数
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ターゲット 指 標
技術
17.6 科学技術イノベーション（STI）及びこれらへのアクセ

スに関する南北協⼒、南南協⼒及び地域的・国際
的な三⾓協⼒を向上させる。また、国連レベルをはじ
めとする既存のメカニズム間の調整改善や、全世界的
な技術促進メカニズムなどを通じて、相互に合意した
条件において知識共有を進める。

17.6.1 各国間における科学技術協⼒協定
及び計画の数（協⼒形態別）

17.6.2 100⼈当たりの固定インターネットブ
ロードバンド契約数（回線速度別）

17.7 開発途上国に対し、譲許的・特恵的条件などの相互
に合意した有利な条件の下で、環境に配慮した技術
の開発、移転、普及及び拡散を促進する。

17.7.1 環境に配慮した技術の開発、移転、
普及及び拡散の促進を⽬的とした開
発途上国のための承認された基⾦の
総額

17.8 2017年までに、後発開発途上国のための技術バンク
及び科学技術イノベーション能⼒構築メカニズムを完
全運⽤させ、情報通信技術（ICT）をはじめとする
実現技術の利⽤を強化する。

17.8.1 インターネットを使⽤している個⼈の割
合

能⼒構築

17.9 全ての持続可能な開発⽬標を実施するための国家
計画を⽀援するべく、南北協⼒、南南協⼒及び三⾓
協⼒などを通じて、開発途上国における効果的かつ
的をしぼった能⼒構築の実施に対する国際的な⽀援
を強化する。

17.9.1 開発途上国にコミットした財政⽀援
額及び技術⽀援額（南北、南南及
び三⾓協⼒を含む）（ドル）

貿易

17.10 ドーハ・ラウンド（DDA）交渉の受諾を含むWTO
の下での普遍的でルールに基づいた、差別的でない、
公平な多⾓的貿易体制を促進する。

17.10.1 世界中で加重された関税額の平均

17.11 開発途上国による輸出を⼤幅に増加させ、特に
2020年までに世界の輸出に占める後発開発途上
国のシェアを倍増させる。

17.11.1 世界の輸出額シェアに占める開発途
上国と後発開発途上国の割合

17.12 後発開発途上国からの輸⼊に対する特恵的な原
産地規則が透明で簡略的かつ市場アクセスの円滑
化に寄与するものとなるようにすることを含む世界貿
易機関（WTO）の決定に⽭盾しない形で、全て
の後発開発途上国に対し、永続的な無税・無枠の
市場アクセスを適時実施する。

17.12.1 開発途上国、後発開発途上国及び
⼩島嶼開発途上国が直⾯している
関税の平均

体制⾯、政策・制度的整合性
17.13 政策協調や政策の⾸尾⼀貫性などを通じて、世界

的なマクロ経済の安定を促進する。
17.13.1 マクロ経済ダッシュボード

17.14 持続可能な開発のための政策の⼀貫性を強化する。17.14.1 持続可能な開発の政策の⼀貫性を
強化するためのメカニズムがある国の
数

17.15 貧困撲滅と持続可能な開発のための政策の確⽴・
実施にあたっては、各国の政策空間及びリーダーシッ
プを尊重する。

17.15.1 開発協⼒提供者ごとの、その国の持
つ結果枠組み及び計画ツールの利⽤
範囲
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ターゲット 指 標
マルチステークホルダー・パートナーシップ
17.16 全ての国々、特に開発途上国での持続可能な

開発⽬標の達成を⽀援すべく、知識、専⾨的知
⾒、技術及び資⾦源を動員、共有するマルチス
テークホルダー・パートナーシップによって補完しつつ、
持続可能な開発のためのグローバル・パートナー
シップを強化する。

17.16.1 持続可能な開発⽬標の達成を⽀援す
るマルチステークホルダー開発有効性
モニタリング枠組みにおいて進捗を報告
する国の数

17.17 さまざまなパートナーシップの経験や資源戦略を基
にした、効果的な公的、官⺠、市⺠社会のパート
ナーシップを奨励・推進する。

17.17.1 (a)官⺠パートナーシップにコミットした
USドルの総額
(b)市⺠社会パートナーシップにコミット
したUSドルの総額

データ、モニタリング、説明責任
17.18 2020年までに、後発開発途上国及び⼩島嶼開

発途上国を含む開発途上国に対する能⼒構築
⽀援を強化し、所得、性別、年齢、⼈種、⺠族、
居住資格、障害、地理的位置及びその他各国
事情に関連する特性別の質が⾼く、タイムリーかつ
信頼性のある⾮集計型データの⼊⼿可能性を向
上させる。

17.18.1 公的統計の基本原則に従い、ターゲッ
トに関する場合に、各国レベルで完全
に詳細集計されて作成されたSDG指標
の割合

17.18.2 公的統計の基本原則に準じた国家統
計法のある国の数

17.18.3 ⼗分な資⾦提供とともに実施されてい
る国家統計計画を持つ国の数（資⾦
源別）

17.19 2030年までに、持続可能な開発の進捗状況を
測るGDP以外の尺度を開発する既存の取組を更
に前進させ、開発途上国における統計に関する能
⼒構築を⽀援する。

17.19.1 開発途上国における統計能⼒の強化
のために利⽤可能となった資源のドル額

17.19.2 a)少なくとも過去10年に⼈⼝・住宅セ
ンサスを実施した国の割合
b)出⽣届が100％登録され、死亡届
が80％登録された国の割合

世界のSDGs達成度ランキング（2020年版）では、スウェーデン、デンマーク、フィンランドの
北欧諸国がトップ３で、⽇本は166カ国中17位（昨年15位）でした。

【⽇本の達成状況】

トピックス ⽇本のSDGs達成度ランキング（2020年版）

出典︓SDG Index & Dashboards Report 2020
https://dashboards.sdgindex.org/

⽬標につけられている⾊は評価を達成度を表し、緑は⽬標達成、⻩は課題が残っている、オレンジは重要な課
題が残っている、⾚は主要な課題が残っている、を意味します。

•緑の⽮印
2030年までの⽬標達成に向けて順調な割

合でスコアが増加している／⽬標達成値を超
えている
•⻩の⽮印
適度に改善している。2030年までに⽬標達

成するために必要なペースは下回っているが、
必要なペースの50%は超えている
•オレンジの⽮印
停滞している。2030年までに⽬標達成する

ために必要なペースの50%を下回っている。
•⾚の⽮印
スコアが減少している。取り組みが悪い⽅向

に向かっている。
•⿊点（●）
データがない
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「SDGs未来都市」は、SDGsの理念に沿った基本的・総合的取組を推進しようとする都市・地域の中から、
特に、経済・社会・環境の三側⾯における新しい価値創出を通して持続可能な開発を実現するポテンシャル
が⾼い都市・地域が内閣府により選定されているものです。2018年度から毎年度、募集・選定されており、
2020年度時点で九州では12⾃治体が選定（全国93⾃治体選定）されています。

【北九州市】
北九州SDGs未来都市

【⼩国町】
地熱と森林の恵み、⼈とのつながりをもた
らす持続可能なまちづくりを⽬指して

【福津市】
市⺠共働で推進する幸せのまちづくり
〜津屋崎スタイル〜を世界へ発信

【熊本市】
熊本地震の経験と教訓をいかした
災害に強い持続可能なまちづくり 【⼤崎町】

⼤崎リサイクルシステムを起点にした世界標準の
循環型地域経営モデル

【徳之島町】
あこがれの連鎖と幸せな暮らし
創造事業

【壱岐市】
壱岐活き対話型社会
｢壱岐（粋）なSociety5.0」

【⼤牟⽥市】
⽇本の20年先を⾏く10万⼈都市による
官⺠協働プラットフォームを活⽤した「問
い」「学び」「共創」の未来都市創造事業

【宗像市】
「世界遺産の海」とともに⽣きる
SDGs未来都市むなかた

【対⾺市】
⾃⽴と循環の宝の島
〜サーキュラーエコノミーアイランド対⾺〜

【⽔俣市】
みんなが幸せを感じ、笑顔あふれ
る元気なまちづくり

【⿅児島市】
“活⽕⼭・桜島”と共⽣し発展する持続
可能なSDGs未来都市・⿅児島市

３．九州のSDGsの動向

SDGs未来都市 九州選定⼀覧

ジャパンSDGsアワード 九州選定⼀覧
「ジャパンSDGsアワード」は、持続可能な開発⽬標（SDGs）達成に向けた企業・団体等の取組を促し、
オールジャパンの取組を推進するために、SDGs達成に資する優れた取組を⾏っている企業・団体等を、
SDGs推進本部として選定し表彰することを⽬的としています。2017年から2020年までに全4回開催され、九
州では６企業・団体等が選定（全国51企業・団体等選定）されています。

第1回 福岡県北九州市 SDGsパートナーシップ賞（特別賞）

第2回 ⿅児島県⼤崎町 SDGs推進副本部⻑（内閣官房⻑官）賞

第3回

⿂町商店街振興組合（北九州市） SDGs推進本部⻑（内閣総理⼤⾂）賞

「九州⼒作野菜」「果物」プロジェクト共同体
〔代表︓イオン九州株式会社〕（福岡市） SDGs推進副本部⻑（内閣官房⻑官）賞

⼤牟⽥市教育委員会（福岡県⼤牟⽥市） SDGsパートナーシップ賞（特別賞）

そらのまちほいくえん（⿅児島市） SDGsパートナーシップ賞（特別賞）
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九州のSDGs関連ニュース 新聞やHP等の情報から⾃治体の取組を中⼼に任意にピックアップした

年 ⽉ ニュース
2017 12⽉ 「ジャパンSDGsアワード」で、SDGsパートナーシップ賞（特別賞）に北九州市が選定

2018 4⽉ OECD（経済協⼒開発機構）の「SDGs推進に向けた世界のモデル都市」に、北九州市が選定
6⽉ 「SDGs未来都市」及び「⾃治体SDGsモデル事業」 に北九州市、⻑崎県壱岐市、熊本県⼩国町が選定
6⽉ 「ALL九州SDGsネットワーク」（地⽅創⽣SDGs官⺠連携プラットフォーム分科会）設⽴
12⽉ 第2回「ジャパンSDGsアワード」で、SDGs推進副本部⻑（内閣官房⻑官）賞に⿅児島県⼤崎町が選定

2019 1⽉ 「北九州SDGsクラブ」設⽴
2⽉ 「北九州市SDGs協議会」設⽴
5⽉ 北九州市、(株)NTTスマイルエナジー、(株)エネット、(株)北九州パワー、「環境・SDGsに関する連携協定」を締結
7⽉ 「SDGs未来都市」及び「⾃治体SDGsモデル事業」に熊本市、⿅児島県⼤崎町が、「SDGs未来都市」に福岡県⼤

牟⽥市、福岡県福津市、⿅児島県徳之島町が選定
7⽉ 熊本市、⽇産⾃動⾞(株)、熊本⽇産⾃動⾞(株)、⽇産プリンス熊本販売(株) 、「電気⾃動⾞を活⽤した持続可

能なまちづくりに関する連携協定」を締結
8⽉ ⼀般財団法⼈くまもとSDGs推進財団設⽴
10⽉ 「佐賀SDGs官⺠連携円卓フォーラム」設⽴
11⽉ ⻑崎県壱岐市、(株)キャニオン・マインド、(株)九電ビジネスフロント、「SDGsの推進に関する連携協⼒協定」を締結
11⽉ 熊本市、三井住友海上⽕災保険(株)、「SDGs推進に関する連携協定」を締結
12⽉ 第3回「ジャパンSDGsアワード」で、SDGs推進本部⻑（内閣総理⼤⾂）賞に⿂町商店街振興組合（北九州

市）、SDGs推進副本部⻑（内閣官房⻑官）賞に「九州⼒作野菜」「果物」プロジェクト共同体〔代表︓イオン九
州株式会社〕（福岡市）、SDGsパートナーシップ賞（特別賞）に⼤牟⽥市教育委員会（福岡県⼤牟⽥市）、
そらのまちほいくえん（⿅児島市）が選定

12⽉ 北九州市、シャボン⽟⽯けん(株)、「SDGs包括連携協定」を締結
2020 1⽉ 環境省九州地⽅環境事務所、(株)肥後銀⾏、(株)⼤分銀⾏、(株)宮崎銀⾏、(株)⿅児島銀⾏、「中・南九州の

地域循環共⽣圏に関する連携協定」を締結
1⽉ 北九州市、(株)NTTドコモ、「5G、ビッグデータの活⽤によるSDGs達成に向けた連携協定」を締結
1⽉ 北九州市、市内⾦融機関15社、地域企業のSDGsの取組みをサポートするため、「SDGs達成に向けた協⼒に関す

る協定」を締結
1⽉ 熊本市、(株)肥後銀⾏、（公財)地⽅経済総合研究所、「SDGs推進に関する連携協定」を締結
2⽉ 「九州SDGs経営推進フォーラム」設⽴（事務局︓九州経済産業局）
2⽉ 北九州市「北九州市SDGsスタートアップエコシステムコンソーシアム」を設⽴
5⽉ 熊本県⼩国町、(株)肥後銀⾏、（公財）地⽅経済総合研究所、「SDGsに関する連携協定」を締結
6⽉ 北九州市、九電グループ、⽇産⾃動⾞グループ、「電気⾃動⾞を活⽤したSDGs連携協定」を締結
7⽉ 「SDGs未来都市」に福岡県宗像市、⻑崎県対⾺市、熊本県⽔俣市、⿅児島市が選定
7⽉ ⿅児島相互信⽤⾦庫、⿅児島県錦江町、「地⽅創⽣SDGsの推進に係る包括連携協定」を締結
9⽉ ⿅児島県薩摩川内市、九州⼤学⼤学院芸術⼯学研究院、「SDGsを通じた持続可能なまちづくりに係る連携協

定」を締結
10⽉ 福岡市科学館「連携スクエア」で科学の視点からSDGsを⾝近に感じ、学ぶことのできる展⽰がスタート
10⽉ ⼀般社団法⼈ながさきSDGs機構設⽴
10⽉ 宮崎県新富町、ENEOSホールディングス(株)、「低炭素・循環型の持続可能なまちづくりを⽬指した連携協定」を締

結
12⽉ 宮崎県、(株)ゼロ・コーポレーション、宮崎県森林組合連合会、宮崎県⽊材協同組合連合会、「森林資源の循環利

⽤推進に関する協定」を締結
2021 1⽉ 「⼤崎町SDGs推進協議会」設⽴〜リサイクルの町から、世界の未来を作る町へ。〜

1⽉ ⻑崎県対⾺市、九州電⼒、「SDGs（持続可能な開発⽬標）推進に向けた包括連携協定」を締結
4⽉ 「熊本県SDGs登録制度」開始 2929



「九州SDGs経営推進フォーラム」の概要
SDGs経営の推進による地域企業の持続的な企業価値の向上、地域課題・社会課題の解決による九州地域の
持続的な発展を⽬指し、2020年2⽉に産学官⾦によるプラットフォームとして設⽴しました。

【設⽴】 2020年2⽉3⽇
【会員数】 653者（法⼈・団体会員467 個⼈会員186）（2021年３⽉１⽇現在）
【運営体制】 ※敬称略

会⻑ 井上 滋樹（九州⼤学 ⼤学院芸術⼯学研究院 教授／SDGsデザインユニット⻑）
アドバイザー ⽥瀬 和夫（SDGパートナーズ有限会社 代表取締役CEO）
コーディネーター 原⼝ 唯 （株式会社YOUI 代表取締役）
運営委員 (⼀社)九州経済連合会 、(公財)九州経済調査協会、(独)国際協⼒機構九州センター、
（所属） (独)中⼩企業基盤整備機構、(⼀社)SINKa、(株) ⽇本政策⾦融公庫中⼩企業事業

本部、九州経済産業局

事務局 九州経済産業局 総務企画部企画調査課

【フォーラム詳細】 https://www.kyushu.meti.go.jp/seisaku/kyosoryoku/sdgs.html

情報収集 メールマガジンで情報をお届けします

学ぶ セミナーや事例集で、SDGsに取り組む意義や他社
の取組を紹介します

共創
⾃治体等の地域・社会課題と地域企業等のソ
リューションの組合せにより課題解決に取り組むことが
可能です

発信 会員のソリューションや取組の発信が可能です

連携 SDGsに関する⾃発的活動について、フォーラムと連
携して進めていくことが可能です

■⼊会すると（会費無料、⼊会随時）

九州SDGs経営推進フォーラム事務局
（九州経済産業局 総務企画部 企画調査課内）
電話 092-482-5414
メール kyushu-SDGs@meti.go.jp

お問い合わせ

https://mm-enquete-
cnt.meti.go.jp/dbc/pub/
kyusyu-
somu/sdgs/create/input

普及啓発・交流促進
• ＨＰ、メルマガ配信、オンラインセミナー、広報冊⼦

ビジネスマッチング「九州SDGsダイアログ」
• 課題解決に向けた企業と⾃治体等との対話の場

SDGs経営の⽀援「九州SDGs⾦融連携プログラム」
• ⾦融機関との連携による地域企業へのSDGs経営⽀援

分科会
特定のテーマについて問題意識を有する会員同⼠が⾃主事業として
解決⽅法の波及・展開を図る

■事業の柱
（2020年度）

総会
シンポジウム
運営委員会

会員申込み

４．九州SDGs経営推進フォーラムの紹介
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